
資料2　事務事業評価（自己評価）結果

基本施策2

目標2

基本戦略4

行政改革による健全な財政基盤づくり

財政の収支バランスがとれているまちをつくる【財政基盤】

支出を減らす



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

千円 238109 391930 計画 実績

事業費 347 164

特定財源 0 0

一般財源 347 164

単位 計画（予測） 実績

件 525 計画 実績

％ 100 84 事業費 394 386

特定財源 0 0

一般財源 394 386

単位 計画（予測） 実績

人 70 67 計画 実績

人 60 45 事業費 1,302 850

人 7 5 特定財源 612 404

回 3 7 一般財源 690 446

人 1 1
秘書広報課

研修受講者数（自治大学校）

数値化できない成果

研修受講者数（特別研修）

研修受講者数（アカデミー）

所管課 研修実施回数（独自）

指標名
コスト（千円）

研修受講者数（一般研修）

改善の方向性 事業実施の
方向性0501400

職員
すぐれた能力を持つ人材を育成し、個々の個性を伸ばすことにより「自
立する都市」の実現を図るため、各研修機関での研修に積極的に参加
させ、職員の資質向上を図る。

　職員数が減少している中で、いかに
研修の機会を確保していくのかを検討
する必要がある。

　職員一人ひとりの資質向上を図って
いくことが重要であることから、その手段
のひとつが研修受講であることを周知
し、積極的な参加を呼び掛けていきた
い。

事業名

継続する

職員研修事業

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題

政策課
数値化できない成果 職員の意識改革

研修会参加率

所管課

指標名
コスト（千円）

評価実施事業数

改善の方向性 事業実施の
方向性0502900

職員、市民
効率的な行政運営、施策展開を可能にし、その過程の透明性を高める
ためのシステム構築を進める。

・事務事業評価を何(総合計画の進捗
管理・課内での事務事業の改善協議、
予算等との連動)に活用するかの設計
ができていないことから、評価シートに
記入するのみの作業となっており、早急
に事務事業評価を活用するシステム構
築が必要がある。
・職員に事務事業評価の目的等が理解
されていないことや浸透していないこと
から、管理職及び一般職員の研修を進
める必要がある。
・評価や目標値の設定時期が定まって
いないことから、評価の公表や目標設
定がずれている。

・職員の事務事業評価に対する理解が
充分とは言えず、今後とも研修が必要
であると考える。
・事務事業評価を有効に活用するシス
テムの構築が必要であると考える。

事業名

継続する

行政評価推進事
業

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題

所管課

政策課

職員
身の丈に合った市にするために、無駄を省いて仕事やそのやり方を変え
て良くする事業名

行政改革推進事
業

数値化できない成果

事業実施の
方向性

継続する

改善の方向性

現計画は、平成２３年度が最終年度と
なることから、次期計画の策定に向けて
課題の把握をする。

行政改革推進委員会の提言等を踏ま
え、今後とも行政コストの削減に向けた
取組みが必要であると考える。

今後の課題事務事業コード

コスト（千円）

事務事業の対象 事務事業の意図

指標名

実施計画取組事項の削減額

0502300



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

回 1 1 計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

回 1 2 計画 実績

事業費 149 267

特定財源 149 267

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

税務課
数値化できない成果

所管課

指標名
コスト（千円）

改善の方向性 事業実施の
方向性0511203

課税対象者 課税対象者を正確に把握し、適正な課税を行う

　エルタックスの導入等により、現在紙
ベースで報告されている給与支払い報
告書及び税務署からの確定申告書を
電子データー化することにより、事務の
効率化を図るとともに適正課税を行う。

　エルタックスの導入等により、現在紙
ベースで報告されている給与支払い報
告書及び税務署からの確定申告書を
電子データー化することにより、事務の
効率化を図るとともに適正課税を行う。
このことから電子化などによる業務改善
が必要である。

事業名

重点的に継
続する

市税賦課事業(所
得申告システム)

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題

地域情報課
数値化できない成果

所管課

指標名
コスト（千円）

職員研修回数

改善の方向性 事業実施の
方向性0504400

ＣＡＴＶに加入する市民 担当者の技能や知識の向上により先進のサービスの提供を図る。

　職員および市民ディレクターの撮影技
術の向上させ、編集等に要する時間の
短縮、負担の軽減を図る。特に市民
ディレクターについては、研修会の回数
増、個別指導などを検討する。
　また、市民ディレクターについては、よ
り多くの人が自身で編集作業を行うよう
に図ることで、職員のさらなる負担軽減
を目指す。

市民ディレクターを代替職員として活用
することについては、その管理、責任等
の問題もある。今後の番組制作の方針
を明確化し専門職員としての採用が望
ましいと考える。

事業名

見直し(目
的・手法・効
率性)をする

技術研修事業

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題

地域情報課
数値化できない成果

所管課

指標名
コスト（千円）

研修会実施回数

改善の方向性 事業実施の
方向性0503800

情報提供者 的確な情報を視聴者に伝えるための番組を制作する。

　研修会の回数を増やす、ＳＣＮ編集室
での個別指導などを行い、市民ディレク
ターの撮影技術の向上と、現在編集も
行っている市民ディレクターについては
より高度な編集を、素材提供のみの市
民ディレクターについては自ら編集でき
ることにすることで、より一層の職員の負
担軽減につなげる。

市民参加の番組づくりと市民にとって身
近な話題を提供できるよう努めたい。

事業名

見直し(目
的・手法・効
率性)をする

ＣＡＴＶ番組制作
事業(資質向上)

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 2,000 1,985

特定財源 0 0

一般財源 2,000 1,985

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0800300

市民
住民に対し財務情報を開示し、透明性と説明責任の履行、マネジメント
力の向上及び資産・債務の適切な管理に繋げる

　公会計整備の主たる目的である資産
債務改革に向けて、公有財産の適正な
評価に基づく資産管理、財務書類を活
かした分かりやすい財政状況の説明及
び行政経営への活用などに取組んで
いく必要がある。

　公会計整備を通して、単年度の予算・
決算の考え方だけでなく、コスト意識を
もった行政資産のより有効な活用を目
指しており、また、財務書類を活用した
分かりやすい財政状況の説明にも取り
組んでいきたい。

事業名

継続する

公会計整備事業

指標名
コスト（千円）

所管課

予算調整室
数値化できない成果 財務書類の財政運営への活用

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0800200

市民・職員・業者
従来の入札事務を電子化し、通信ネットワーク等を利用して、関係書類
や事業プロセス間で効率的に情報を交換・共有・連携させ、入札事務の
透明性及び事務の効率化を図る。

　行政事務の効率化及び透明性の向
上、入札に係る費用の縮減、談合等の
不正行為の防止などの観点から、導入
における必要性は認められるが、初年
度投資費用や年間負担金などの経費
面の問題、受注者側のシステムの対応
等の問題もあることから、導入について
は慎重に判断する必要がある。

研究、調査を継続する。

事業名

継続する

電子入札事業(公
共事業支援統合
情報システム)
（CALS/EC）

指標名
コスト（千円）

所管課

管財課
数値化できない成果 入札・契約事務の公正及び透明性

予算調整室
数値化できない成果 予算要求及び予算編成への事務事業評価の結果の反映

所管課

指標名
コスト（千円）

改善の方向性 事業実施の
方向性0503101

市民
行政評価システムと連動した財政運営を行うことにより、財政健全化に繋
げる。

　
　予算編成において、一般行政経費等
については、枠配分予算を導入してお
り、各担当者が、行政コストや成果と
いった行政評価的思考を活かした予算
づくりに取り組むことを期待しており、厳
しい財政状況の中で、変化する行政需
要に対し、柔軟かつ的確な対応とより効
率的な行財政運が図られることを目指
している。

事業名

継続する

財政管理事業(行
政評価との連動)

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0503000

市民
土地開発公社保有地を有効に利用することにより、地域振興に役立て、
市の債務負担を減らす。
土地開発公社保有地を含む、土地の利活用を図る。

上記の方向性に基づき公社有地の処
分及び活用を推進するとともに、合併特
例債の活用については、適債事業とし
ての要件を満たすべく関係各所との協
議を進め、スムーズに事業の実施へ移
行できるよう努める必要がある。

案件ごとに事業種別及び事業内容を明
確にしたうえで、合併特例債の活用など
により適切に対応してまいりたい。

事業名

継続する

保有土地有効活
用事業

指標名
コスト（千円）

所管課

政策課
数値化できない成果 保有土地の利用方針案を策定する


